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菅直人内閣総理大臣 
野田佳彦財務大臣 
直嶋正行経済産業大臣 
 
米国で計画されている新しい原子力プロジェクトに関連した財政リスクについて情報を

ご提供したく筆を執っております。米国における原子力発電所建設を巡る環境は非常に

不確かなものです。世界の他の国々におけるよりずっとそうです。米国には、まさに世

界に類を見ない膨大な再生可能エネルギー源がありますし、また、エネルギー利用効率

向上によって得られる効果の潜在的可能性は、工業化の進んだ他のどの国よりも大きな

ものがあります。このような根本的な市場及び技術的リスクのため、米国における新規

原発への投資は、石油燃料の価格を上げる気候変動対処法が制定されたとしても、極め

てリスクの大きなものであり続けるでしょう。 
 
 
米国における電力需要は、2 年に亘る不況のため急落しています。わずか数年前に予測
された電力需要の大きな伸びは――多くの新規原子炉建設計画の根拠となったものです

が――いまや、10年あるいはそれ以上実現することはないでしょう。  
 
同時に、米国には、電力需要に応えることのできる低コストの手段が他に多数あります。

炭素面での限界のある環境においてもそういえます。米国には、新規建設の原子炉より

相当安い再生可能エネルギー源が豊富にあります。米国における原子炉新規建設の見積

もりコストが、2001年以来、4倍に伸びている一方で、再生可能エネルギー技術のコス
トは減少を続けています。現在、新規原子炉の予想電力コストは、キロワット時当たり

12～20セントとなっています。これに対し、エネルギー利用効率向上のコストは、キロ
ワット時当たり 3セント、風力及びバイオマスなどの幾つかの豊富な再生可能エネルギ
ー源のコストは、5‐10 セントの範囲となっています。しかも、代替エネルギー源の利
用可能性についての信頼度が高まっています。天然ガス資源についての最近の推定は、

劇的に高まっていて、その価格は急落しており、低い水準に推移すると見られています。

また、米国の産業部門では、コジェネの機会が豊富にあります。 
 
一方、米国は、他の工業化の進んだ国々と比べ、人口当たりずっと多くの電力を消費し

ていますから、利用効率の上昇の可能性が多く存在します。これは、電力需要をさらに

抑えることになります。気候変動対処政策――炭素排出に代価の支払いを義務づける措

置の導入の可能性もある――の結果、効率向上技術や再生可能エネルギーの利用促進に

ついて相当本格的な義務が課せられることになりそうです。これにより、非再生可能で

大規模の新しいベースロード発電能力の必要が劇的に減少するでしょう。このような効

果を持つのは、再生可能電力源基準、エネルギー効率向上源基準だけではなく、建築法

規、電化製品効率基準、そして、省エネ改築用資金の増額などもあります。 
 
米国における供給・需要サイドのリスクに加え、新しい原子炉の各種の設計が、重要な

問題のため、どれも、米国「原子力規制委員会（NRC）」の最終的承認を得ていないと
いう点があります。これらの原子炉の設計の承認が得られるまで、計画中の新しい原子
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炉は、NRC の「建設・運転一括許可（COL）」を得ることができません。この設計の問
題は、許可過程を遅らせ、コストのさらなる上昇をもたらすことになるでしょう。 
 
ムーディーズ・インベスターズ・サービスは、新しい原子炉を「会社を賭ける」投資と

呼んでいます。各種信用格付け機関は、新しい原子炉の建設を計画している幾つかの米

国の電力会社の格下げを行っています。2003年、「議会予算局（CBO）」は、原子炉ディ
ベロッパーへのローンの債務不履行の可能性について、「非常に高い――50％を優に超え
る」としています。CBO のもっと最近の推定は出ていませんが、2003 年以来、新しい
原子炉の建設に必要な条件は、さらに悪くなっています。 
 
計画中の米国の原子炉プロジェクトの多くに日本の会社が関わっているため、これらが

良い投資対象であるかのように見えるかもしれません。しかし、日本の会社の関わって

いるプロジェクトも、他の原子力プロジェクトと同じような遅延や設計問題、財政的困

難に見舞われているというのが現実です。米国の電力需要の低減、原子力よりもやすい

代替エネルギー源の豊富さ、そして、続いている設計問題などからすると、米国の新し

い原子炉への投資は、要するに、米国の投資者にとってと同様、日本の投資者にとって

も、損なものだと言うことです。 
 
これらの非常に深刻な財政リスクについて米国の納税者や選挙で選ばれた人々に警告を

発したのと同様、私たちは、日本の皆様にも、米国における新しい原子炉に対する投資

について決定する前に、これらのリスクについて非常に注意深く検討するようお勧めし

ます。 
 
ご質問があれば、遠慮なく下記にご連絡下さい。 
Kevin Kamps（Beyond Nuclear）  
+1-301- 270-2209 内線 1,  
Michele Boyd (Physicians for Social Responsibility) 
+1-202- 667-4260 
 
敬具 
 

２０１０年８月１１日 
 
 
 
Sincerely, 
 
Nikos Pastos 
Alaska's Big Village Network 
Alaska 
 

Lewis Cuthbert 
The Alliance for A Clean Environment 
Pennsylvania 
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Rochelle Becker 
Alliance for Nuclear Responsibility 
California 
 
Jeff Napolitano 
American Friends Service Committee 
Western MA Chapter 
Massachusetts 
 
John Runkle 
AP1000 Oversight Group 
International 
 
Kevin Kamps 
Beyond Nuclear 
National 
 
Grant Smith 
Citizens Action Coalition of Indiana 
Indiana 
 
Victor McManemy 
Citizens for Alternatives to Chemical 
Contamination 
Michigan 
 
Deb Katz 
Citizens Awareness Network 
Massachusetts, Vermont, New York,  
New Hampshire 
 
David Hughes 
Citizen Power 
Pennsylvania 
 
 

Keith Gunter 
Citizens Resistance at Fermi Two (CRAFT) 
Michigan 
 
Suzanne Miller 
Cleveland Peace Action 
Ohio 
 
Michael Keegan 
Coalition for a Nuclear-Free Great Lakes 
Michigan 
 
Bob Kinsey 
Colorado Coalition for the Prevention of 
Nuclear War 
Colorado 
 
Donald B. Clark 
Cumberland Mountains for Peace & Justice 
and 
Network for Environmental & Economic 
Responsibility 
United Church of Christ 
Tennessee 
 
Kathryn Barnes 
Don't Waste Michigan 
Sherwood Chapter 
Michigan 
 
Lynn Sims 
Don't Waste Oregon 
Oregon 
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Chris Trepal 
Earth Day Coalition 
Ohio 
 
Cara L. Campbell 
Ecology Party of Florida 
Florida 
 
James Robert Deal 
Flouride Class Action 
Washington 
 
Bob Darby 
Food Not Bombs 
Georgia 
 
Tom Ferguson 
Foundation for Global Community/Atlanta 
Georgia 
 
Patricia T. Birnie 
GE Stockholders Alliance 
Arizona 
 
Christopher LaForge, 
Great Northern Solar 
Wisconsin 
 
Bonnie Redding 
The Green Party of Florida 
Florida 
 
Jim Riccio 
Greenpeace 
National 
 

Joan McCoy 
Home for Peace and Justice 
Michigan 
 
Lynn Howard Ehrle 
International Science Oversight Board 
National 
 
Mavis Belisle 
JustPeace 
Texas 
 
Mark Haim 
Missourians for Safe Energy Coalition 
Missouri 
 
Jim Warren 
NCWARN 
North Carolina 
 
Dave Kraft 
NEIS 
Illinois 
 
Judy Treichel 
Nevada Nuclear Waste Task Force 
Nevada 
 
Gene Stilp 
No Nukes Pennsylvania 
Pennsylvania 
 
 
Nina Bell, J.D., 
Northwest Environmental Advocates 
Oregon 



 

 5 

Alice Slater 
Nuclear Age Peace Foundation 
New York 
 
Mali Lightfoot 
NuclearFreePlanet.org 
Oregon 
 
Michael Mariotte 
Nuclear Information and Resource Service 
National 
 
Glenn Carroll 
Nuclear Watch South 
Georgia 
 
Jay Coghlan 
Nuke Watch 
New Mexico 
 
Ralph Hutchinson 
Oak Ridge Environmental Peace Alliance 
Tennessee 
 
Lloyd Marbet 
Oregon Conservancy Foundatoin 
Oregon 
 
Cindy Peil 
PAARC (People Against A Radioactive 
Chesapeake) 
Maryland 
 
Ayumi Temlock 
Peace Action 
Connecticut 

Judi FriedmanÅ&Mac245; 
PEOPLE'S ACTION FOR CLEAN ENERGY, 
INC 
Connecticut 
 
Elena Day 
People's Alliance for Clean Energy (PACE) 
Virginia 
 
Michele Boyd 
Physicians for Social Responsibility 
National 
 
Robert M. Gould, MD 
Physicians for Social Responsibility 
SF-Bay Area Chapter 
California 
 
Lewis Patrie, M. D. 
Physicians for Social Responsibility  
Western , NC Chapter 
North Carolina 
Mary Lampert 
Pilgrim Watch 
Massachusetts 
 
E.M.T. O'Nan 
Protect All Children's Environment 
North Carolina 
 
Tyson Slocum  
Public Citizen 
National 
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Judith Mohling 
Rocky Mountain Peace and Justice Center 
Colorado 
 
Dennis F. Nester 
The Roy Process 
Arizona 
 
Russell Lowes 
www.SafeEnergyAnalyst.org 
Arizona 
 
Randy Kehler 
Safe & Green Campaign 
Vermont 
 
Susan Corbett 
Sierra Club Nuclear Issues Activist Team 
National 
 
Jill Johnston 
Southwest Workers Union 
Texas 
 
Maureen Heddington 
Stand Up/Save Lives Campaign 
Illinois 
 
Ken Bossong 
SUN Day Campaign 
National 
 
Terry J. Lodge, Esq. 
Toledo Coalition for Safe Energy 
Ohio 
 

Marylia Kelley 
Tri-Valley CAREs 
California 
 
Patty Gillis 
Voices for Earth Justice 
Michigan 
 
Greg Wingard, 
Waste Action Project 
Washington 
 
Al Gedicks 
Wisconsin Resources Protection Council 
Wisconsin 
 
Diane Farsetta 
Wisconsin Network for Peace and Justice 
Wisconsin 
 
Nancy Munger 
Women's International League for Peace and 
Freedom 
National 
 
Sara Barczak 
Southern Alliance for Clean Energy 
Georgia 
 
Nancy Burton 
Connecticut Coalition Against Millstone 
Connecticut 
 
Bobbie Paul 
Georgia Women's Action for New Directions. 
Georgia 
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Vina Colley 
Portsmouth/Piketon Residents for 
Environmental Safety and Security and 
Nuclear Workers for Justice 
Ohio 

 
Gwen DuBois, M.D., MPH 
Chesapeake Physicians for Social 
Responsbility and Crabshell Alliance 
Maryland 
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米国の原子炉建設計画の財政リスク問題  
（日本の関係する計画を中心に） 

 
（編纂：ケビン・キャンプス（ビヨンド・ニュークリア） 2010年 8月 4日 
各種団体の分析やマスコミ用発表に依拠。末尾の参考文献を参照。） 

翻訳 田窪雅文（核情報：http://www.kakujoho.net/） 
 

１．すでに条件付き債務保証が与えられた計画  

 
◆ジョージア州ヴォーグル原子力発電所の「改良型加圧水型原子炉（AP1000）」
（2 基）建設計画（東芝グループ：ウエスチングハウス・エレクトリック社設計）  
 
米国連邦政府の最初の条件付き原子力債務保証は、ジョージア州ヴォーグル原子力発電所で新規建設

が計画されている 2基の原子炉用に提供された。計画しているのは、サザン・カンパニーとその子会
社ジョージア・パワー、それにプロジェクトに参加している二つのパートナーである。この連邦政府

による 83億 3000万ドルの債務保証は、現在見積もられているプロジェクト・コストの 70％ほどし
かカバーできない。この条件付き債務保証をもってしても、民間投資者がこの財政的にリスキーなプ

ロジェクトに関わるには十分でなかった。サザン社は、米国政府の金融機関「連邦資金調達銀行

（FFB）」から資金を借り入れる意向である。しかし、「原子力規制委員会（NRC）」が「建設・運転
一括許可」申請を承認するまで、債務保証は、最終的なものにならない。そして、これはまた、NRC
が AP1000の最終的設計（現在第 17改訂版）を承認することを必要とする。しかし、これらの承認
にとって面倒な事態がすでに生じている。 
 
●AP1000 設計の欠陥１：NRC が指摘する遮蔽建屋の脆弱性  

2009年 10月、NRCは、AP1000の遮蔽建屋の設計に欠陥があると発表した。遮蔽建屋というの
は、原子炉の鋼鉄の放射能を閉じ込める格納容器を囲むコンクリートの建造物である。問題とされて

いるのは、地震、そして、竜巻・ハリケーンなどの厳しい天候条件に対する脆弱性である。さらに、

NRC は、AP1000 の遮蔽建屋が緊急冷却用の冷却水を入れたタンクを構造的に支えられるかどうか
についても疑問を呈している。東芝・ウエスチングハウスは、これらの深刻な問題に対処しようとし

ているが、NRCは、まだ、その設計の検討をいつ終えるかについてその期日を発表していない。 
 
●AP1000 の設計の欠陥 2：環境保護団体が指摘する事故時の放射能放出「煙突効果」  

2010年 4月に、AP1000のもう一つの深刻な設計上の欠陥が明らかにされた。これは、NRCが見
逃していたものである。十余りの環境保護団体と、これらの団体に協力している専門家らが、原子炉
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の非常事態における放熱のための空気の流れが、大量の放射能を大気中に放出する「煙突効果」を持

つことを示してみせたのである。環境保護団体のグループは、NRC と、その「原子炉安全諮問委員
会（ACRS）」に対し、この設計の欠陥について検討するよう要請した。また、エネルギー省及びホ
ワイトハウス「行政予算管理局（OMB）」に対しては、連邦の債務保証のかたちで、危険な欠陥を持
つ AP1000に助成を与えるのを止めるよう求めた。 
 
●資金調達方法の違法性：「未成工事（CWIP）」コストを電気料金で徴収する計画  
原子炉の設計の技術的問題に加え、最近のジョージア州の裁判所の決定が、原子炉の建設予定をさ

らに遅らせる可能性がある。この決定は、プロジェクトの資金調達の主要な部分を危うくするもので

ある。 
ジョージア州が昨年制定した新しい法律が論議を巻き起こしている。この法律は、新しい原子炉の

資金調達コストを、その建設期間中に電力消費者から徴収することをジョージア・パワー社に許すも

のである（普通、コストは発電を始めた後、その原子炉の運転期間全体にわたって徴収する）。この

「運転開始前料金」は、原子炉が結局完成に至らず、消費者が払った料金の見返りの電力を全く受け

取らない場合でも発生する。この「未成工事（CWIP）」料金法は、また、大きな産業・商業電力消
費者を別扱いとしている。これらの大口消費者は、家庭や中小企業などの小口消費者とは別の料金オ

プションの利用を認められる。このような収奪的な政策について、「クリーン・エネルギーを求める

サザン・アライアンス（SACE）」をはじめとする消費者・環境保護団体は、州の裁判所でこの法律
に意義を申したてると言う手段で応じた。 

2010 年 4 月 30 日、フルトン郡上級裁判所は、ジョージア州「公益事業委員会（PSC：公共料金
の設定許可権限を持つ）」に不利な判決を下した。PSCが、ジョージア・パワー社に対し、ヴォーグ
ル原子力発電所を拡大し、CWIP 資金を消費者から前払いの形で徴収することを認めるにあたって、
その理由を説明していない、との判断を示したのである。 
ジョージア・パワー社が、総工費 140 億ドルと見積もられているプロジェクトにこれまでいくら

支出しているかについて検討するための PSCの公聴会がこの夏進行中である。ジョージア・パワー
社は、未だに、このプロジェクトが予算内であり、予定通りに進行していると主張している。しかし、

ジョージア・パワー社の証言の開示バージョンは、新しい原子炉の建設を目指している他の電力会社

のものよりも、ずっと多く「編集」されている。例えば、PSCに提出されている文書類においては、
ヴォーグル原発プロジェクトで現在までに支出済みのコストやあらゆるスケジュールの変更に関連

した項目に、「企業秘密」と記されている。PSCは、8月 17日までに、「既発生コスト」を承認する
かどうかについての最終決定を下す。そして、今年中に、ジョージア・パワー社の電力料金問題につ

いて決定を下すことになる。そこでは、初期コストその他のコストが扱われる。 
 

訳注： 
AP1000の格納容器・遮蔽容器は、下の図の左にあるもの。この上部に載っているのが緊急冷却用の
タンク。 
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http://www.toshiba.co.jp/nuclearenergy/kangaeru/iec-pa7.htm 
煙突効果については、ニューヨーク・タイムズ紙掲載の図を参照 
http://green.blogs.nytimes.com/2010/06/28/is-a-new-reactor-rust-prone/ 
東芝・ウエスチングハウス受注については同社プレスリリース参照 
http://www.toshiba.co.jp/about/press/2008_04/pr_j0903.htm 
石川島播磨重工業（IHI）によるヴォーグル原発用原子炉格納容器の Bottom Head(格納容器の一番
下の部分)出荷については、後者のプレスリリースを参照。 
http://www.ihi.co.jp/ihi/ihitopics/pressm/10213.html 
 

２．次に債務保証が与えられると見られている計画  

 
次に原子力債務保証を得ると噂されているのは、メリーランド州のカルバートクリフ原子力発電所

で建設予定のフランスのアレバ社の「欧州型加圧軽水炉（EPR）」に関するものである。計画してい
るのは、ユニスター・ニュークリアー・エナジー社である。（メリーランド州ボルチモア市に本拠を

置くコンステレイション・エナジー社とフランス政府所有の EDF社の合資会社）である。その後に
続くとうわさされているのが次の二つで、どちらも日本の企業が関連している。 

 
１）テキサス州ベイ・シティーに近いサウス・テキサス・プロジェクト原子力発電所で建設

予定の GE-日立設計「改良型沸騰水型原子炉（ABWR）」（2 基）。計画しているのは、NRG社
（東芝、東京電力、それに、CPSエナジー社と共同）である。 
２）サウスカロライナ州ジェンクスビルのＶ・Ｃサマー原子力発電所に建設予定の AP1000
（2 基）。計画しているのは、スキャナ・エナジーとその子会社サウスカロライナ・エレクトリック
＆ガス・カンパニー（SCE&G）である。しかし、次に見るように、これらの二つの計画――やはり
日本の原子炉会社が関係し、サウス・テキサス・プロジェクト原子力発電所で原子炉を発注している

電力会社の場合には 東芝と東京電力がパートナーとして関わっている――も、上述のヴォーグル原
子力発電所の AP1000建設計画と同様、様々な問題を抱えている。 
 
◆テキサス州のサウス・テキサス・プロジェクト原子力発電所での GE-日立設計
「改良型沸騰水型原子炉（ABWR）」（2 基）建設計画 

NRGエナジー社は、テキサス州のベイ・シティー近郊のサウス・テキサス・プロジェクト原子力
発電所で 2 基の GE-日立設計「改良型沸騰水型原子炉（ABWR）」を建設することを計画している。
このプロジェクトは、NRG 社と CPS エナジー社（サン・アントニオ市電力公社）の共同プロジェ
クトである。 
 
●サン・アントニオ市に隠されていたコスト上昇  
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当初のコスト見積もりは、1基当たり 54億ドルだった。だが、2009年 10月には、プロジェクト
全体で 180億ドル近くになると見積もられていることが明らかにされた。1基当たり 40億ドルのコ
スト上昇ということで大騒動となった。サン・アントニオ市議会に情報が提供されていなかったから

である。コスト上昇についての対立は、CPS 社と NRG 社の間の訴訟合戦に発展した。このスキャ
ンダルは、CPS社のジェネラル・マネジャー及び理事会会長の辞任をもたらした。 
 
●サン・アントニオ市の部分的撤退と東京電力の参入  

2010年 2月、CPS社と NRG社は、和解に達した。プロジェクトにおける CPSのシェアを 50％
からわずか 7.6％に減らすというものである。 残りの 92.4％は、ニュークリア・イノベーション・
ノースアメリカ (NINA)に属する。NINAは、NRGと日本の東芝の共同事業である。NINAと CPS
の間の合意には、NINAが将来の開発コストをカバーし、CPSに 8000万ドル支払うが、それは、計
画に対し連邦政府の債務保証が与えられた場合に限るとある。 

2010年 5月、東京電力は、サウス・テキサス・プロジェクト原子力発電所の拡大に 18％出資した。
1 億 5500 万ドルの投資である。NRG 社は、さらにパートナーを必要としている。それだけではな
く、その発電電力の顧客も必要としている。建設される原子炉は、自由化された市場で競争しなけれ

ばならない。これは、投資者にとって問題となる。なぜなら、不況のため、電力需要及び価格が下落

しているからである。 
 
訳注：東京電力の参入については、NRG 社のプレスリリース（日本語 pdf）を参照。
http://www.jp.nuclearinnovation.com/news/releases/0510_TEPCO_STP_Partnership.pdf 
東芝・ウエスチングハウスの受注については同社プレスリリース参照 
http://www.toshiba.co.jp/about/press/2008_05/pr_j2801.htm 
 
◆サウスカロライナ州Ｖ・Ｃサマー原子力発電所での建設計画  
（スキャナ・エナジーとその子会社サウスカロライナ・エレクトリック＆ガス・カンパニー

（SCE&G）による東芝グループ・ウエスチングハウス社製最新型加圧水型原子炉 AP1000(2
基 )の建設計画）  
 
サウスカロライナ州のＶ・Ｃサマー原子力発電所の拡大をもたらすこれら 2 基の AP1000 は、前

述のヴォーグル原子力発電所拡大計画の原子炉と同じ設計上の欠陥問題を抱えている。 
 
●「未成工事（CWIP）」料金徴収問題  
さらに、全国的環境保護団体「地球の友（FOE）」と州内の大口電力消費者の協会「サウスカロラ

イナ・エネルギー使用者委員会」は、サウスカロライナ州「公益事業委員会（PSC）」が 2009 年 1
月に原子力発電所計画を認めたことについて、サウスカロライナ最高裁判所に上訴している。これら

のグループは、PSCが認めた「未成工事（CWIP）」料金徴収を違法と主張している。「地球の友（FOE）」
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は、スキャナ・エナジー／SCE&Gがこれらの原子炉のキロワット時当たりの発電コストの提示を拒
否しているのは、PSCが白紙の小切手を与えていることに等しいと主張している。 
訴訟はまた、PSC と州の規制機関が新しい原子炉に代わり得る代替エネルギー源（例えば、利用

効率向上や節約など）や計画の最終的コストについて適切に検討していないことを問題にしている。

FOEは、2010年 3月に証言したが、新しい原子炉の資金調達計画の重要な面に関するこの批判につ
いての最終的判断はまだ下されていない。 
 
●コスト上昇と「危険な賭」  
わずか 1年の間に、SCE&Gの 2基の原子炉のコスト見積もりは、98億ドルから 115億ドルに上

昇している。しかし、前述のジョージア州ヴォーグルの 2 基の AP1000 のコストに関するサザン・
カンパニー／ジョージア・パワー社の見積もりが 140 億ドルであることを見れば、SCE&G のコス
ト見積もりの数値の信憑性に疑問が生じる。 

SCE&G社は、その計画を実施するための民間資本を獲得できないでいる。2009年 6月のフィッ
チ・レーティングス（格付け機関）は、SCE&G社の親会社スキャナ社の格付けを下げた。この AP1000
建設プロジェクトに関連したリスクのためである。2009年 7月、ムーディーズ・インベスターズ・
サービスも、スキャナの社債の格付けを下げ、理由として、スキャナ社規模の会社にとってこの二つ

の原子炉のプロジェクトが持つリスクを挙げている。さらに、ムーディーズは、2009年 6月、政府
の債務保証が得られたとしても、それは、「増大するビジネス・経営リスク面をわずかだけ緩和する

に過ぎない」と述べている。 
50億ドルほどに過ぎない市場資本価値しかない SCE&Gは、プロジェクトにおける同社のシェア

のコストが会社の価値を超えており、危険な「会社を賭ける」行動に出ているとの評価である。 
 
●続く遅延と電力需要の減少  

2010年 1月にサウスカロライナ州「公益事業委員会（PSC）」がプロジェクトの遅延についての実
施規則を緩和したということは、建設スケジュールが相当遅れ、その結果おそらくは、コストのさら

なる増大がもたらされると予測されていることを示す警告として見るべきである。 
2010年 2月 11日の四半期収益報告電話会議において、スキャナは、約 9％の収入の減少を報告し

た。電力消費の急激な減少のためである。電力使用の同期における 4.3％、年間では 5％の減少――
産業用では 13％の減少――は、コスト削減措置（保守点検の延期など）によっては、相殺できない。
原子力プロジェクトの料金は他のものより高いからである。 

SCE&Gは、NRCによる AP1000炉の設計の審査が遅れていることが「建設・運転一括許可（COL）」
の遅れをもたらし、その結果、SCE&G が「公益事業委員会（PSC）」に提示したスケジュールに少
なくとも数ヶ月の遅れが生じていることを認めている。AP1000の原子炉の設計の承認の確実な日を
NRC が示していないことは、SCE&G の「建設・運転一括許可（COL）」申請手続きを相当に長引
かせることになり得る。 

NRC の「原子力安全許認可委員会（ASLB）」は、以前に「建設・運転許可申請（COLA）」過程
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においてサウスカロライナ州シエラクラブ及び「地球の友（FOE）」が行った主張を退けた。ところ
が、2009年 12月、NRCは、コストと代替エネルギー源の検討に関する主張を懸案として復活させ、
この件を許認可委員会に送り返した。これらのグループによるこの「申請過程への参加」がうまく行

けば、COLの手続きが長引き、プロジェクトがさらに遅れる可能性がある。 
 

3. その他の債務保証申請企業 
 
連邦政府の原子力債務保証を申請したと報じられている日本側所有の原子炉メーカーの関連した

新しい原子炉建設計画としては、他に次のようなものがある。 
 
◆デューク・エナジー社 
サウスカロライナ州のウイリアム・ステーツ・リーⅢ原子力発電所における東芝・ウ

エスチングハウス AP1000 炉（2 基）の建設資金の債務保証を申請。これらの原子炉のコスト
は、金融コストを除いて、110億ドルと見積もられている。これは、デューク・エナジー社の当初見
積もり額の 2倍である。金融コストを入れると、総額は、140億ドルになり得る。2009年秋、デュ
ーク社は、3年の遅れを発表し、運転開始予定時期を、2018年から 2021年に延期した。 
 
◆エクセロン・ニュークリア社 
テキサス州ビクトリア郡原子力発電所における GE-日立「高経済型単純化沸騰水型原

子炉（ESBWR）」（2 基）の建設資金の債務保証を申請。 
2008年末、エクセロンは、ESBWR を放棄して、他の設計の原子炉を追求と発表。エクセロンが

2009 年夏に計画を中断する決定をした段階で、2 基の原子炉は、160 億ドルかかると予測されてい
た。2010年 7月 26日、NRCは、公式にエクセロン社の COL申請撤回の申し入れを受諾し、実質
的に計画のキャンセルとなった。 
 
訳注：ESBWRについては次を参照 
受注に関する日立プレスリリース 
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2008/09/0930a.html 
日立・GEニュークリア・エナジー株式会社による簡単な説明 
http://www.hitachi-hgne.co.jp/activities/innovation/esbwr/index.html 
 
◆プログレス・エナジー社 
フロリダ州レビー郡の新規サイトにおける東芝・ウエスチングハウス社の AP1000 炉

（2 基）の建設資金を申請。プロジェクトのコストは、170 億ドルを超える可能性がある。また、
このプロジェクトは、フロリダ州で史上最大の送電プロジェクトを必要とすることになる。このプロ
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ジェクトは現在遅れている。 
 
◆ルミナント・パワー社 
テキサス州のコマンチ・ピーク原子力発電所を拡大するために三菱重工の「米国・最

新型加圧水型原子炉（US-APWR）」を 2 基（3・4 号機）追加する計画である。ルミナント
は、二つの原子炉のコストを合計 150億ドルと見積もっている。このプロジェクトは検討中である。 

 
訳注：ルミナントと三菱重工については、後者のプレスリリース参照 
http://www.mhi.co.jp/news/story/090202.html 
 
◆エンタジー社 
ミシシッピー州のグランド・ガルフ原子力発電所を拡大するために GE-日立の

ESBWR（3 号機）を追加する計画の債務保証を申請している。この原子炉は、50‐80 億ドルに
なると予測されている。しかし、2008 年末から 2009 年初頭にかけ、エンタジーは、ESBWR 型を
放棄し、他の型を追求すると発表。このプロジェクトは、現在、中断中である。 
同社はまた、ルイジアナ州のリバー・ベント原子力発電所を拡大するために、GE-日立の ESBWR

（3 号機）を追加することを計画している。この 1 基の原子炉の建設コストは、50‐80 億ドルと推
定されていた。ミシシッピー州のグランド・ガルフ原子力発電所と同じく、エンタジーは、ここでも

ESBWR型を放棄し、他の型を追求することを決定した・ 
  
◆ドミニオン・バージニア・パワー及びオールド・ドミニオン・エレクトリック・

コオペラティブ 
バージニア州のノース・アナ原子力発電所に新しい ESBWR（3 号機）を建設する資金

を要請した。2000年代の始めに 2基の原子炉を同じサイトに作ることを計画した。このプロジェク
トが中断となった際、GE・日立の ESBWR炉は 100億ドルほどになると予測されていた。ドミニオ
ンも、ESBWRを放棄している。最近 US-APWRにすることとした。 
 

4．他の「建設・運転一括許可（COL）」申請者  

 
日本の原子炉メーカーの関連した新規原子炉建設計画で、「建設・運転一括許可（COL）」を申請

しているものとしては、この他、次のようなものがある。 
 
◆ニュースタート・エナジー・コンソーシアム  
アラバマ州のベルフォンテ原子力発電所に AP1000（1 基）  
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◆プログレス・エナジー 
ノースカロライナ州シアロン・ハリス原子力発電所に AP1000（2 基） 

 
◆デトロイト・エジソン  
ミシガン州モンローのフェルミ原子力発電所に ESBWR（1 基）。  

環境保護グループの連合体が提出した 5つの論点がNRCの許認可委員会によって受け入れられてい
る。これには、「建設・運転許可一括申請（COL）」にある品質保証を問題にした論点も含まれてい
る。 
 
◆フロリダ・パワー・アンド・ライト社 
フロリダ州ターキー・ポイント原子力発電所に AP1000（2 基）。  

 フロリダ「公益事業委員会（PSC）」は、2010 年 1 月、「未成工事」法の下における 10 億ドルの
料金値上げ申請を棄却した。この結果、規制下にあるレート・ベース制度の下でフロリダに新しい原

子炉が建設できるかどうかについて疑問が生じている。 
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必要について一般の人々に知らせ、行動を起こすようにすることを目的としている。「ビヨンド・ニ

ュークリア」は、持続可能で、害が少なく、民主主義的なエネルギーの将来を提唱している。 
 
 
 
 


